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位置指定道路の通行権

位
置
指
定
道
路
の
通
行
権

　 位置指定道路に指定さ れている 土地の所有者

は、位置指定道路の敷地を第三者に通行さ せなけ

ればならないのでしょう か。

　 結論から 言いますと 、通行さ せなければならない

場合があります。以下に詳しく 説明します。

１

　 まずは、位置指定道路について説明します。

　 位置指定道路と は、幅員４ メ ート ル以上の私道

で、都道府県または政令指定都市から 接道義務 

を満たす道路とし ての指定を受けたも の（ 建築基

準法４２ 条１ 項５ 号）をいいます。位置指定道路に２

メ ート ル以上接し ている 土地であれば接道義務を

満たすことになります。

2

　 次に、位置指定道路について、道路周辺の住民

に通行権がある か否かが争われた事件の最高裁

判例（ 最判平成９ 年１２ 月１８日）を紹介します。

　 こ の判例の事案は、土地所有者が位置指定道
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１ 分譲マンションの共用部分からの漏水につい
 て、管理組合の責任を否定した東京高裁令和５
 年9月２７日判決を紹介します。
２ 事案の概要
（１）築２０年マンション 上階がリフォーム
（２）その５年後天井から漏水 管理組合が補修
   対応（２年以内に３回）するも直らず
（３）その１年後またも漏水 上階バルコニーの
   給湯管を庇で覆う（直る）
（４）下階区分所有者が上階区分所有者と管理組
   合を被告として訴え提起
３ 判決の骨子
（１）対管理組合
  ア 結論 請求棄却
  イ 理由
  （ア）工作物責任（民法７１７条１項本文）
    ① 共用部分に瑕疵があることが必要であ
     るところ、躯体に瑕疵がある
    ② 管理組合が瑕疵部分を占有しているこ
     とが必要であるところ、共用部分の占
     有者は管理組合ではなく、区分所有者
     全員

   （イ） 規約上の責任
     ① 規約に「管理組合の負担による共用部
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路の入り 口に簡易ゲート を建てて近隣住民の車両

の通行を妨害し た事件です。こ の位置指定道路沿

いには住宅が立ち並んでいて、簡易ゲート がある

入り 口以外にも公道へ通じる 道はあるのですが、そ

こには階段があり 、自動車で出入り するには簡易ゲ

ート を通らなければならないと いう 場所でし た。こ の

事件で、最高裁は、次のよう に判示しまし た。

　 すなわち、一般公衆には位置指定道路を 通行

する 権利はないとし つつも 、道路を通行すること に

ついて日常生活上不可欠の利益を有する 者（ 道路

を使用する 周辺住民）は位置指定道路を通行する

人格権的権利を有する 場合があるとしまし た。そし

て、周辺住民に通行する 権利が認めら れる 場合か

否かは、周辺住民の位置指定道路を 通行する 必

要性と 土地所有者が位置指定道路を通行さ せる

こと によって被る 損害とを比較衡量し て判断すべき

としまし た。

　 そし て、こ の事案では、周辺住民が本件道路を

長年にわたり自動車で公道へ通じる 唯一の道路と

して使用してきたこと 、こ れに対し 、土地の所有者に

2

  
     分の管理・修繕」の規定（標準管理規約
     と同趣旨）がある。
    ② しかし、この規定を、占有者として
     区分所有者全員が負う損害賠償債務に
     ついて、管理組合がその履行を引き受
     ける義務を負わせたものと解釈する（
     東京地裁の判断）ことはできない。な
     ぜなら、規約制定の段階では債務負担
     の時期・金額が未確定で、管理組合が
     無条件で、そのような未確定な債務の
     履行を引き受ける義務を負わせるのは
     相当でないから。
（２）対区分所有者
  ア 結論 一部認容
  イ 理由
  （ア）区分所有者全員が工作物責任を連帯債務
    として負う。
  （イ）ただし、原告が請求できるのは、被告で
    ある区分所有者の持分の限度。（例えば、
    損害５００万円、２０区分所有者・持分均
    等の場合、請求できるのは２５万円）
４ 不都合な帰結
  前の例では、漏水被害者は、自分を除く１９人
 の区分所有者を相手に、一人当たり２５万円の請
 求をすることになる。大変な手間であり、全員か
 らの回収は困難である。
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　 逆に、通行する 権利を認めなかった事案（ 東京

地裁平成２９ 年３ 月２日判決）もあります。通行権の

有無は、通行する 必要性と それによって土地所有

者の被る 損害とを比較衡量し て判断さ れること に

なりますが、通用口が位置指定道路に面し ていて、

正面玄関は公道に面し ている が高低差が６ ～８ メ

ート ルあり３３ 段の階段を上り 下りしなければならな

い事案で、「 位置指定道路を通行する 方が便利で

あるという だけでは、日常生活に著しい支障を来すと

はいえない」とし て、通行の必要性が高くないとし 、

通行によって被る 損害を検討することなく 位置指定

道路を通行する 権利を否定したのです。

4

道路の敷地を通行さ せること で著し い損害が生じ

ないこと から 、周辺住民に自動車で通行する 権利

を認めまし た。
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５ 損害保険
  管理組合が責任を否定している本件では、損
 害保険契約者である管理組合が損害保険会社に
 保険金請求をしなかったと考えられる。
６ 保険実務への影響
（１）最高裁の判断がないため、今のところ、損
  害保険の実務に変更はない。
   しかし、今後、最高裁が東京高裁と同様の
  判断をした場合、管理組合が責任を負わない
  以上、保険は使えないはず。
（２）それでも、管理組合の責任があるというた
  めには、
  ① 管理組合に直接的・無条件に責任を負わ
   せる規約改正
  ② 管理組合を占有者とする（規約ではなく、
   事実としての実効支配）といった困難な方
   法ではなく、
  ③ 漏水被害が生じた後に、債務の履行を引
   き受ける決議をすることになるであろう。
 （３）ただし、それで保険適用を認めるかにつ
   いて保険会社の対応は未知数。
    このような場合にも保険適用できるよう
   に、約款改正がなされるかもしれない。

中古建物売買とＬ Ｐ ガス 供給契約

ガス 設備の所有権の帰属等を確認すること

　 まずはガス 設備が売主（ 建物所有者）の所有に

なっている か、ガス 供給業者から 貸与さ れているも

の（ ガス 供給業者の所有か）を確認しましょう 。売主

の所有であれば問題ありませんが、ガス 供給業者

の所有になっているときは、売主がガス 設備を使用

できる 根拠を調べる 必要があります。売主が設備を

ガス 供給会社から 貸与（ 無償貸与を含む）さ れて

いる 場合は、その貸与契約を買主が引き継ぐ のか

否か、引き継ぐとし て貸与契約内容はどう なってい

るのかを売買契約時に確認する 必要があります。

　 その確認は、１４ 条書面の提出を売主に求める

方法で行いましょう 。１４ 条書面と は、液化石油ガス

法（ 正式名称は「 液化石油ガスの保安の確保及び

１

ＬＰ ガス の供給を 受けている 中古建物を購入するとき

（ 下記１ 、２ ）および売買を仲介するときに（ 下記３ ）注

意すべき 事項について説明します。
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（１）問 題
  外壁タイルに多数の浮きやひび割れが見つかっ
 たマンションで、マンションを建てた建設会社を
 相手に、不法行為に基づき、損害賠償請求する裁
 判を起こすことになりました。マンションの管理
 組合の理事長が原告となって裁判を起こすことは
 できるでしょうか。原告となって裁判を起こすこ
 とができる資格のことを原告適格といいます。こ
 こでの問題は、理事長に原告適格があるか否かと
 いう問題です。
（２）被害者はだれか？
  理事長の原告適格について検討する前に、そも
 そも、だれが損害を被ったのかを考えましょう。
  マンションの外壁は共有部分にあたります（区
 分所有法第４条第１項）。そして、共有部分は、
 区分所有者の共有物です（同法第１１条第１項本
 文）。したがって、区分所有者それぞれが、その
 持ち分割合に応じた損害を被ったことになります。
  そこで、本来であれば、各区分所有者が原告と
 なって、損害額全額のうち自己の持ち分割合の損
 害についてのみ賠償を請求することになります。
（３）管理組合の理事長は原告になれるか？
  しかし、区分所有者ひとりひとりが自分の持ち

マンション管理組合の理事長の原告適格

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合
の
理
事
長
の
原
告
適
格



取引の適正化に関する 法律」）１４ 条で、ガス 供給

契約締結時にガス 販売業者から 消費者に交付す

ること が義務付けら れている 書面のこと です。同書

面には、設備の所有権の帰属等が記載さ れていま

す。

　 なお、１４ 条書面は、ガス の供給を受けるも のが

消費者の場合に交付が義務づけら れているため、

１４ 条書面が交付さ れていないこと があります。な

ぜなら 、集合住宅の場合、建物所有者は事業者と

扱われ、消費者ではないから です。その場合は、ガ

ス供給業者に書面で照会するよう にし ましょう 。

ガス 供給業者を変更するには

　 建物購入後にガス 供給業者を変更すること は可

能です。し かし 、ガス 設備がガス 供給業者の所有

の場合、ガス 供給業者からガス 設備の買い取り を

要求さ れること があります。

　 こ れに対して、買主は、買い取りをすることも可能

ですが、ガス 設備の撤去を求めることもできます。ガ

ス供給業者は撤去が著しく 困難であるなど 正当な

2
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分だけの損害について裁判を起こすことは非効率
的です。そこで、管理組合の管理者である理事長
が原告になって、全ての損害を一括で請求できな
いかという問題が出てきます。
 これについては、区分所有法第２６条第４項が、
管理者（理事長）は「区分所有者のために原告（
中略）となることができる。」と規定しています。
そして、この「区分所有者のため」とは「区分所
有者全員のため」にと解釈すべきとされています。
そうすると、理事長は、区分所有者全員のために
原告になって、全ての損害の賠償を請求すること
ができそうです。ところが、実際はそれほど単純
な話ではありません。
 まず、理事長に原告適格が認められるためには、
訴訟を提起した時点の組合員全員、すなわち、区
分所有者の全員が損害賠償請求権を有しているこ
とが前提となります。しかし、マンションの一室
が売却された場合、「特段の事情」がない限り、
損害賠償請求権は前所有者に残ったままで新所有
者に移転しません（最高裁平成１９年７月６日判
決）。（「特段の事情」については（５）で説明
します。）
 したがって、一室でも中古の売買がなされると、
区分所有者全員が損害賠償請求権を有していない
ことになるので、理事長に原告適格が認めらない
という結果になるのです。

3

事由がない限り 、撤去を 拒否すること はできま せ

ん（ 同法施行規則１６ 条１６ 号）。ここ で、正当な事

由がある 場合と は、一般社団法人全国ＬＰ ガス 協

会発行のＬＰ ガス 販売指針によれば、配管の撤去

が物理的に困難な場合（ 法律的には配管が建物

に付合 しているよう な場合）などとさ れています。

　 では、買い取るとし て、その金額はいくらになるの

でしょう か。買取金額は「 適正な価格」とさ れていま

す（ 同条１７ 号）。ここ で、適正な価格と は、耐用年

数を考慮し た価格とさ れています。具体的な計算

方法は前出の１４ 条書面に記載さ れていますので、

ガス 供給業者の提示額が適正か否か確認するよ

う にし ましょう 。

中古建物売買の仲介をするときの注意点

　 上記のと おり 、ガス 設備については、所有権の

帰属など 権利関係が問題になること がありますの

で、中古建物の売買を 仲介する 場合は、必ず１４

条書面を 売主が 持っている か 確認しましょう 。売

主が持っていない場合は、ガス 供給業者に写し の
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  この事態を回避するには、新所有者が旧所有者
 から債権譲渡を受けて損害賠償請求権を承継する
 必要があります。
（４）債権譲渡を受ける手法
  もっとも、旧所有者と連絡さえ取ることができれ
 ば、旧所有者から損害賠償請求権の譲渡を受けるこ
 とは、それほど困難なことではありません。なぜな
 ら、旧所有者は新所有者に対し外壁タイルに多数の
 浮きやひび割れがあるマンションを売った人ですか
 ら、新所有者から売買契約上の責任を追及される恐
 れがあるからです。新所有者は、旧所有者に対して
 責任追及しないことと引き換えに、旧所有者の損害
 賠償請求権を債権譲渡するように求めるのです。そ
 うすれば、たいていの旧所有者は債権譲渡に応じる
 でしょう。実際に、私が受けた件で、債権譲渡を拒
 否されたことはありません。
  このような手段を用いて新所有者の全員が旧所有
 者から損害賠償請求権の譲渡を受けることができれ
 ば、理事長が原告になって、建設会社を相手に裁判
 を起こすことができます。
（５）「特段の事情」とは
  最高裁判例は、先ほどの「特段の事情」の例とし
 て、次のような場合をあげています。すなわち、欠
 陥があるマンションの一室を売買するときに、買主
 がマンションに欠陥があることを認識しつつ、マン
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交付を求めましょう 。そし て、１４ 条書面が手に入っ

たら 、ガス 設備の所有権が誰に帰属し ている かを

確認し 、ガス 供給業者に帰属し ている 場合は、貸

与契約を 買主が引き 継ぐ のか 否か 、ガス 供給業

者を変更する 場合の買取価格はいくらになるのか

などを１４ 条書面で調べた 上で、買主に説明する

よう にしましょう 。売主が１４ 条書面を持っていない

場合は、ガス 供給業者にこ れら のことを 書面で照

会するよう にしましょう 。
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ション購入後、建設会社等から欠陥の修補費用に
ついて賠償を受けられることを前提に、前もって
修補費用相当額を売主に補填したうえで購入した
ような場合には、特段の事情があるとしています。
 しかし、欠陥があるマンションを、本当に賠償
金が支払われるかどうかも分からないうちから、
補修費用相当額を売主に支払って購入する人がい
るとは思えません。最高裁が例示した特段の事情
にあたるケースはまずないでしょう。

民法を 根拠と する 賃料減額

　 建物賃貸借において、建物や設備に不具合が

生じ た場合、修繕とともに賃料減額が問題となりま

す。こ のときの賃料減額は、民法６１１ 条１ 項を根拠

と するものです。

　 民法６１１ 条１ 項は、賃貸物の一部について使用

及び収益をすること ができなくなった場合、賃借人

に帰責性がないときは、賃料が、その使用及び収

益ができなく なった部分の割合に応じ て減額さ れ

る 、と いう 規定です。

　 例えば、雨漏り によって居室の半分が使用できな

く なったなら ば、雨漏り が修繕さ れるまで賃料が半

額に減額さ れる、と いったこと が想定さ れます。

以下、ポイント として、３ つ記載します。

　 １ つ目は、不具合によって使用及び収益が妨げ

ら れているか、です。

民法６０６ 条は、「 賃貸物の使用及び収益に必要な
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適格消費者団体（その１: 概要）

１．消費者契約法は、消費者保護の観点から、消費者
 と事業者との間で締結される契約（消費者契約）に
 適用される規制を定めるとともに、消費者団体訴訟
 制度を定めています。
  アパートの賃借人は消費者ですが、テナントや投
 資物件購入者は、個人であっても事業者です。
２．消費者契約法の規制は、不当勧誘規制と不当条項
 規制に分類されます。
 ⑴ 不当勧誘規制のうち重要なのは、①不実告知（
  ４条１項１号）、②断定的判断の提供（同２号）、
  ③不利益事実の不告知（４条２項）の３つです。
   投資用物件売買については、先ほど述べたとおり、
  消費者契約法の適用はありませんが、裁判所は、上
  記①〜③について、売主または仲介業者に説明義務
  違反がないかを判断するための重要な要素と考えて
  います。売主や仲介業者は、重要事項説明書や覚書
  の作成に際し、特に、今後の物件価格の変動の不確
  実性や空室が生じた場合のリスクについて丁寧に説
  明する必要があります。
 ⑵ 不当条項規制で重要なのは、①事業者の損害賠償
  責任を免除する免責条項の無効（８条）、②消費者
  の利益を一方的に害する条項の無効（１０条）の２
  つです。
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修繕をする 義務を負う 」と 定めています。また、賃料

減額を定める 民法６１１ 条１ 項も「 賃借物の一部が

…使用及び収益をすること ができなくなった場合に

おいて、…（ 減額さ れる ）」と 定めています。つまり 、

あらゆる 不具合が対象となるのではなく 、使用及び

収益が妨げら れる 不具合について、修繕義務や賃

料減額が問題となります。

　 例えば、東京地判平成２３ 年７ 月２５日は、賃借人

が飲食店を営んでいる 貸室について、天井に雨漏

り によるものと 思われるクロスの剥がれや染みの存

在を認めつつ、現在は貸室に雨漏り が発生し てい

ないこと 、賃借人が訴訟提起後もなお貸室で飲食

店を 営んでいることを 踏まえ、建物の障害が賃借

人の使用収益を妨げる 程度に至っているとまでは

認められないとして、修繕義務を否定しまし た。

　 ２ つ目は、ど の程度の減額か、です。

　 冒頭の例に挙げたよう な不具合箇所の面積で

割合を 算定できるよう な事例であれば、減額の算

定も分かり やすいものとなります。

    ①は、例えば、事業者どうし、消費者ど
   うしの売買であれば、契約不適合免除条項
   は有効だけれども、消費者契約では無効に
   なることを意味します。ただし、補修請求
   権、代金減額請求権を留保すれば、損害賠
   償請求権の免除条項は有効で（８条２項１
   号）売主にとって有利です。
    賃貸でのトラブルでは、②が問題となる
   ことが多く、この点は、別稿（「適格消費
   者団体その２」）で説明します。
3．以上の規制に加え、消費者団体訴訟制度という
 ものがあります。
  これは、適格消費者団体が、事業者に対し、消
 費者契約法上の不当な行為の差止請求を、訴訟上
 ・訴訟外ですることができるという制度です。北
 海道所在の適格消費者団体は「特定非営利活動法
 人消費者支援ネット北海道（ホクネット）」（ht
 tps://e-hocnet.info/）です。
  適格消費者団体は、いきなり差止請求訴訟を提
 起するわけではなく、消費者から寄せられた情報
 をもとに、事業者に対し不当勧誘文言が記載され
 ている勧誘マニュアルや広告の破棄、不当条項が
 印字された契約書の破棄、従業員等への周知徹底
 を求めるなどの不当行為の是正申し入れを書面で
 行います。やり取りを繰り返しても是正に応じな
 いとなれば、差止請求訴訟を提起するという流れ
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　 他方、設備の不具合のよう な事案と なると 、決ま

った算定式があるわけではなく 、事案ごと の判断に

なります。

　 ネット 検索で参照できるも のとし ては、「 民間賃

貸住宅に関する 相談対応事例集～賃借物の一部

使用不能による 賃料の減額等について～」（ 賃貸

借ト ラブルに係る 相談対応研究会。Ｈ３０ ．３ ） があ

ります。ただし 、こ れも 相場を知るための参考程度

のも ので、絶対的な指標ではなく 、「 多く の判例に

おいては事案ごと の個別判断が行われており 、客

観的な判断基準は示さ れていると はいえない」と 記

さ れております。

　 ３ つ目に、物理的・ 経済的に修繕が困難な事案

の対応です。

　 賃貸人が修繕義務を負う のは、修繕が可能であ

ること が前提となります。

　 そし て、修繕が可能と いう ためには、それが物理

的に可能であるだけでなく 、経済的にも 可能である

ことを要するとさ れています（ 東京地判昭和４１ 年４
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 です。上記ホクネットのホームページには、実際の、
 事業者との書面のやり取りが掲載されています。
４．ホクネットが事業者に送付する文書には、適格消
 費者団体が、内閣総理大臣が認証した団体で、北海
 道大学の教授が理事長となっているため、この団体
 の言っていることは必ず正しいと受け取る事業者が
 いると推察します。
  しかし、適格消費者団体は、結構、裁判で負けて
 いるのです。文書が届いても、従う必要がない場合
 もあるということです。



月８ 日）。つまり 、修繕費用が賃料と 比較し て著しく

多額となり 、将来的に投下費用の回収が見込めな

いとなれば、修繕義務はありません。

　 こ のよう な場合、むしろ正当事由を主張し て立ち

退き交渉に進むべき事案と いえます。
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適格消費者団体（その２）

１．最判令和４年１２月１２日判決は、家賃債務保証
 業者が契約書ひな形として利用する契約条項につい
 て、消費者契約法１０条に規定する消費者の利益を
 一方的に害する消費者契約の条項に当たるとして、
 適格消費者団体による差止請求を認めたものです。
２．問題となった条項は、次の２つです（なお、甲が
 賃貸人、乙が賃借人、丁が家賃債務保証業者を指し
 ます）。
 ① 家賃債務保証業者は、賃借人が賃料等を３ヶ月
  以上滞納したとき、賃貸借契約を無催告解除でき
  る旨の条項

  第１３条 保証受託者等の原契約解除権
１ 丁は、乙が支払を怠った賃料等及び変動費の合計
 額が賃料３ヶ月分以上に達したときは、無催告にて
 原契約を解除することができるものとする。

 ② 家賃債務保証業者は、賃借人が賃料等を２ヵ月
  以上滞納し、一定の要件を満たす場合に、本件建
  物の明け渡しがあったものと認める条項

建物明渡交渉と 賃貸管理会社の非弁行為

　 賃貸管理会社が賃借人と の建物明渡交渉に臨

むこと は、非弁行為とし て、弁護士法違反のおそれ

があります。

　 弁護士法７２ 条は、弁護士でない者がみだり に

他人の法律事件に業とし て介入すること によって

関係人に不利益が生じることを防止し 、法律秩序

全般を維持・ 確立することを趣旨としています。

　 同条は、以下の要件を満たす行為を「 非弁行為」

として禁じ ています。

　 ①　 弁護士または弁護士法人でない者が行う

　 ②　 法律事件に関する 法律事務の取扱い

　 ③　 報酬を得る目的

　 ④　 業としてなさ れること

　 そし て、同条違反については、２ 年以下の懲役ま

たは３００ 万円以下の罰金と いう 刑事罰があります

（ 弁護士法７７ 条３ 号）。犯罪収益については、没収

ないし 追徴となり 得ます。宅地建物取引業者が、刑
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  第１８条 賃借人の建物明渡協力義務
 （中略）
２ 丁は、下記いずれかの事由が存するときは、乙が
 明示的に異議を述べない限り、これをもって本件建
 物の明渡しがあったものとみなすことができる。
 ⑵ 乙が賃料等の支払を２ヵ月以上怠り、丁が合理
  的手段を尽くしても乙本人と連絡がとれない状況
  の下、電気・ガス・水道の利用状況や郵便物の状
  況等から本件建物を相当期間利用していないもの
  と認められ、かつ本件建物を再び占有使用しない
  乙の意思が客観的に看取できる事情が存するとき

３．消費者契約法１０条は、消費者契約の条項が、㋐
 任意規定の適用による場合に比して消費者の権利を
 制限し、又は消費者の義務を加重するものであり、
 ㋑信義則（民法１条２項）に反して消費者の利益を
 一方的に害するものである場合、当該条項を無効と
 することを定めています。
４．最高裁は、条項①について、
 ・ 民法上、賃貸借契約を解除できるのは賃貸人で
  あるにもかかわらず、家賃債務保証業者に解除権
  を認めていること
 ・ しかも、所定の家賃等の滞納が生じさえすれば
  何らの限定なく無催告で賃貸借契約を解除できる
  こと（※民法上、賃貸人としては家賃支払を催告
  して解除することが通常。家賃債務保証業者が保
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事事件とし て 禁錮以上の刑に処せら れた 場合に

は、免許の取消事由ともなります（ 宅建業法６６ 条１

項１ 号、５ 条１ 項５ 号）。

　 また、民事上も 、同条違反の行為は無効と 解釈

さ れています。

　 最判平成２２ 年７ 月２０ 日は、ビル所有者から 委

託を受けた会社が、ビルの賃借人ら 複数名と 立退

き交渉を行った事案（ 刑事事件）です。

　 最高裁は、「 こ のよう な業務は、賃貸借契約期間

中で、現にそれぞれの業務を行っており 、立ち退く

意向を有していなかった賃借人らに対し 、専ら 賃貸

人側の都合で、同契約の合意解除と 明渡し の実

現を図る べく 交渉すると いうものであって、立ち退き

合意の成否、立ち退きの時期、立ち退き 料の額を

めぐって交渉において解決し なければならない法

的紛議が生ずること がほぼ不可避である 案件」で

あるとし て、上記②法律事件に関する 法律事務の

取扱いの要件を認定しています。

　 また、報酬と 立ち退き料等の経費を割合の明示

証業者が保証債務を履行したことにより滞納が消滅
したときは、賃貸人としても家賃支払を催告して解
除することができない。そのため、賃貸人としては、
別途、信頼関係の破壊による無催告解除ができるか、
という問題になる）
・ 解除により、生活基盤を失う賃借人が重大な不
 利益を被るおそれがあるなどと指摘し、消費者契
 約法１０条に規定する消費者契約の条項に当たる
 として、無効と判断しました。
５．また、条項②については、
 ・ 家賃債務保証業者が、賃貸借契約が終了して
  いない場合に条項②に基づいて本件建物の明渡
  しがあったものとみなしたときは、賃借人は、
  本件建物に対する使用収益権が消滅していない
  のに、賃貸借契約の当事者でもない家賃債務保
  証業者の一存で、その使用収益権が一方的に制
  限されることになるうえ、本件建物の明渡義務
     を負っていないにもかかわらず、賃貸人が賃借
     人に対して本件建物の明渡請求権を有し、これ
     が法律に定める手続きによることなく実現され
  たのと同様の状態に置かれることとなるなどと
  指摘し、消費者契約法１０条に規定する消費者
  契約の条項に当たるとして、無効と判断しまし
  た。
６．家賃債務保証業者は、この最高裁判決を踏まえ
 て、契約書ひな形を修正していると思われます。
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なく 一括し て 受領し ている 点や、多数の賃借人に

対する 立退き 交渉である 点なども 踏まえ、上記③

報酬を得る目的や、④業とし てなさ れること の要件

も認定しています。

　 こ の事案では、会社について罰金３００ 万円、会

社代表取締役について懲役２ 年執行猶予４ 年、専

務取締役について懲役１ 年６ 月執行猶予３ 年、従

業員ら について懲役１ 年執行猶予３ 年の有罪判

決が確定しています（ 億単位の犯罪収益について、

没収と 追徴もなさ れています）。

　 こ のよう に、建物明渡交渉は、②法律事件に関

する 法律事務の取扱いに該当します。

　 どこ から が交渉かと いう 厳密な線引きは困難で

す。東京地裁平成２３ 年３ 月２８日は、金額の確定し

た 未払賃料の督促行為について、事実上の行為

であり 、弁護士法７２ 条違反の問題は生じ ないとし

ています。他方、立ち退き事案において、諸々の調

整を主体的に行うとなると 、交渉と いう 指摘を免れ

ません。
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 今後、賃貸人及び管理会社は、滞納等している賃借
人への対応について、保証会社と協議しつつも、保証
会社任せにするのではなく、主体的に解除権を行使す
ることが、より一層重要となります。
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